
 

 

 

  

中間見直しにおける変更点について 

・ 中間見直しにおける主な追記・修正箇所は、アンダーラインでお示しして

います。 

・ 医師確保については全編改定しています。 

・ その他データの時点修正や記載内容の補足等の追記を一部行っています。 
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第１節 中間見直しの趣旨 
奈良県保健医療計画（以下、「現計画」という。）の中間見直しに関しては、現

計画の第 1 章第 4 節において、「計画期間は、令和 6（2024）年度から令和 11
（2029）年度までの 6 年間としますが、在宅医療、医師の確保及び外来医療その
他必要な事項については、3 年ごとに調査、分析及び評価を行い、必要がある場
合には変更するものとします。」としています。 
また、今般国からは、中間見直しにあたって令和 8 年 5 月 28 日付で『外来医

療に係る医療提供体制の確保に関するガイドライン～第 8 次（後期）～』が示さ
れました。その後、令和 8 年 6 月 10 日付で『医療計画について』及び『疾病・事
業及び在宅医療に係る医療提供体制について』の一部改正が実施されました。さ
らに令和 8 年 6 月 30 日付で『医師確保計画策定ガイドライン～第 8 次（後期）
～』が示されました。 
以上のことを踏まえ、県では見直す対象の項目において調査・分析及び評価を

行い、県の現状とガイドライン等の内容を踏まえ、中間見直しを実施します。 
なお、現計画掲載の 5 疾病・6 事業等の各項目については、引き続き毎年の評

価を行いながら必要な改善を図ってまいります。 

 

第２節 中間見直しを実施する項目 

項目 現計画 中間見直し後の計画 

基準病床数 

(一般・療養、 

精神) 

第 3 章『保健医療圏と基

準病床数』 

第 2 節『基準病床数』 

在宅医療 第 5 章『主要な疾病・事

業ごとの保健医療体制』 

第 10 節『在宅医療』 

外来医療 第 6 章『外来医療にかか

る医療提供体制の確保』 

第 1 節『外来医療提供体

制確保のための対策』 

医師確保 第 7 章『医療従事者等の

確保』 

第 1 節『医師確保』 

 

令和 9 年度から令和 11 年度の間、上記項目については中間見直し後の計画に
基づいた施策を実施します。それ以外の項目については、現計画の内容を継続し
ます。 
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第１節 基準病床数（一般・療養、精神） 
基準病床数は、療養病床及び一般病床については、二次保健医療圏ごとに、結

核病床、精神病床、感染症病床については、県全域（三次保健医療圏）で定めて
います。医療法第 30 条の 4 第 2 項第 17 号の規定に基づく基準病床数は次のとお
りです。 （表 1）  

表１ 基準病床数 

二次保健医療圏 
療養病床及び 

一般病床 
精神病床 結核病床 感染症病床 

奈良 3,569 

2,108 27 28 

東和 2,170 

西和 3,058 

中和 3,377 

南和 496 

合計 12,670 2,108 27 28 
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第２節 在宅医療 

 

１．現状と課題 

（１）はじめに 
急速に進む少子高齢化や医療技術の進歩という社会的な情勢変容等により、慢

性的な疾患を抱えながら、自宅等で長期にわたる療養や介護サービスを必要とす
る高齢者は引き続き増加しており、令和 22（2040）年に見込まれる在宅医療等※

1の 75 歳以上患者数※2は、奈良県全体で 26,312 人と、令和元（2019）年と比較し
て約 1.7 倍の増加となることが見込まれています。また、高齢者の生活・介護等
に関する県民調査によると令和４（2022）年時点で、奈良県では、要介護認定者
の 57.4％、一般的な高齢者の 45.4％が自宅で最期を迎えたいと望んでいます※3 。 
そのため、在宅患者数がピークを迎える令和 22（2040）年に向けて、たとえ介

護が必要になっても可能な限り住み慣れた地域で本人や家族の選択により自分ら
しい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予
防・生活支援が一体的に提供される体制（地域包括ケアシステム）の構築が必要
であり、その要となる在宅医療の提供体制の構築が求められています。 
持続可能で効率的な在宅医療の提供体制を整えていくためには、高齢者単身世

帯の増加等の家族形態の変化等も踏まえ、医療従事者や行政等が十分に連携をし
ながら、これまでの病院中心の「治す医療」の視点から、地域に根ざして生活の
質を保ちながらその人らしい人生を送るための「治し支える医療」への視点の転
換が求められています。 

 

（２）県内高齢者等の現況 

１）高齢者人口の推移及び推計※4 

奈良県の人口に占める高齢者（65 歳以上）の割合は、令和２（2020）年の 31.7％
から、令和 22（2040）年には 39.7%まで急速に高齢化が進むと予想されており、
全国平均を上回る状況が続くと見込まれています。 
また、75 歳以上の高齢者の割合についても、令和２（2020）年時点では本県

16.4％に対し、全国平均 14.7％と全国平均を上回っており、今後もその傾向は続
くと見込まれています（図１）。 

 

※1 在宅医療等…居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、介護老人保健施

設、その他医療を受ける者が療養生活を営むことができる場所であって、現在の病院・診療所以外の場所において提供

される医療のこと。（地域医療構想ガイドラインより引用） 

※2 中西 康裕（国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部）,西岡 祐一,次橋 幸男,柿沼 倫弘,野田 龍也,今村 知

明, 赤羽 学. 大規模レセプトデータを用いた在宅医療需要の将来推計手法の将来推計手法の確立. 第 81 回 日本公衆

衛生学会総会. 2022.10.7（甲府市） 

※3 奈良県介護保険課「高齢者の生活・介護等に関する県民調査」（令和 5 年３月） 
※4 国立社会保障・人口問題研究所（奈良県人口）「日本の地域別将来推計人口」（平成 30（2018）年推計）、（全国人

口）「日本の将来推計人口（令和 5 年推計）（出生中位（死亡中位）推計）」 
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図１ 県内高齢化率の推移及び推計 

 
出典：国立社会保障・人口問題研究所（奈良県人口）「日本の地域別将来推計人口」（平成 30

（2018）年推計）、（全国人口）「日本の将来推計人口（令和 5 年推計）（出生中位（死亡中位）

推計）」 

 

２）高齢者世帯の推移及び推計※5 

高齢者単身世帯は、今後、一貫して増加し（令和２（2020）年：約７万世帯→
令和 22（2040）年：約８万５千世帯）、総世帯数に占める割合も上昇していくと
見込まれています（令和２（2020）年：13.3％→令和 22（2040）年：18.8％）（図
２）。 

 

※5 国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」（2019 年推計） 
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図 2 奈良県の高齢者世帯数の推移及び将来推計 

 
出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」

（2019 年推計） 

 

３）要介護認定者数の推移及び推計※6 

高齢者の増加とともに、要介護・要支援認定者※7も増加しており、令和２（2020）
年度の認定者数は約８万人で、平成 22（2010）年度の約５万６千人から約 1.4 倍
に増加し、今後も増加傾向が続くと見込まれます。 
高齢者人口に対する要介護・要支援認定者の割合は、平成 22（2010）年度以降、

上昇傾向が続いています（図３）。  

 

※6 奈良県「奈良県高齢者福祉計画及び第 8 期奈良県介護保険事業支援計画（令和 3～令和 5 年度）」（令和 3 年３月） 

平成 22 年度から平成 30 年度は介護保険事業状況報告（年報）、平成元年度は介護保険事業状況報告（３月月報暫定

値）、令和 2 年度は介護保険事業報告（12 月月報暫定値）、令和 3 年度から令和 22 年度は各市町村において推計した数

値の積み上げ。認定率は、第１号被保険者の要介護・要支援認定者数を第１号被保険者数で除したものです。 

※7 要介護状態とは、身体上又は精神上の障害があるために、入浴、排せつ、食事等の日常生活における基本的な動作

の全部又は一部について、ある程度長期に渡り継続して常時介護を要すると認められる状態をいい、程度に応じ要介護

度が１から５までに区分されます。また、要支援状態とは、状態の軽減もしくは悪化の防止に特に資する支援を要する

と見込まれ、又は身体上又は精神上の障害があるためにある程度長期に渡り継続して日常生活を営むのに支障があると

見込まれる状態をいい、程度に応じて２つに区分されます。介護サービスを受けようとする被保険者は、要介護者又は

要支援者に該当すること及びその該当する要介護状態区分について市町村から認定を受けます。 
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図 3 要介護度別認定者数及び要介護認定率の推移 

 
出典：奈良県「奈良県高齢者福祉計画及び第 8 期奈良県介護保険事業支援計画 

（令和 3～令和 5 年度）」（令和 3 年３月） 

 

 

４）自宅における介護 
奈良県調査※8 によると、自身に介護が必要になった場合の対処方法を聞いたと

ころ、一般高齢者では「自宅で、家族の介護と介護保険サービス等を組みあわせ
て介護を受けたい」が 32.1％、次に「家族に頼らずに介護保険サービス等を利用
して、自宅で介護を受けたい」が 18.9％となっており、「自宅で、家族中心に介護
を受けたい」の 6.3％を加えた 57.3％が自宅での介護を希望しています。介護す
る側も「自宅で居宅サービスをできるだけ使って介護したい」という割合が 40.6％
と最も高く、次いで、「介護保険施設※9 へ入所・入院させたい」が 19.8％となっ
ており、保健医療圏別でも、「自宅で居宅サービスをできるだけ使って介護したい」
という割合は、すべての圏域で最も高くなっています。 
令和２（2020）年度に実施した奈良県在宅医療実態調査（介護支援専門員への

アンケート調査）では、施設入所者や入院中の方で在宅復帰の希望が叶わない理
由（在宅医療の阻害要因）として「介護者がいない（介護者に健康上の不安があ
るなど介護力が見込めない場合も含む）」が 60.9％と最も高く、次いで「家族の事
情により家族が在宅に戻ることを希望しない」が 54.5％であり、介護や家族に関
することが多い回答となっています。 
また、令和４（2022）年に実施している訪問看護ステーション向け在宅医療ア

ンケート調査では、訪問診療が必要だと考えるが受けていない理由として、その

 

※8 奈良県介護保険課「高齢者の生活・介護等に関する県民調査」（令和５年３月） 

※9 介護保険施設…介護保険サービスで利用できる公的な施設のこと。介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護

老人保健施設、介護療養型医療施設の３形態を指します。 
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他を除いて「患者が希望しない」が 50.4％と最も高く、次いで「家族が希望しな
い」が 18.2％となっており、患者、家族が希望しないケースが多い結果となって
います。 
自宅で介護を受けたい、受けさせたいという県民のニーズに応えることや、在

宅医療が必要な在宅療養者に必要な医療を届けるためには、市町村単位をベース
とした地域における包括的な在宅医療・介護を提供するサービス基盤や生活支援
の充実や、在宅医療を選択肢の一つとして選ぶことができるよう、在宅医療・介
護に対する知識や情報の啓発活動等が求められています。 
なお、近年、がん末期の患者や神経難病の患者、また、疾病や障害を抱えなが

らも自宅や住み慣れた地域で生活する小児や若年層の在宅療養者も増加していま
す。疾病構造の変化や高齢化、ＱＯＬ※10 向上を重視した医療への期待の高まり
等により、在宅医療のニーズは増加し、また多様化しています。 

 

（３）在宅医療の提供体制 

１）退院支援 
近年、在宅医療のニーズが増加し、病院から在宅への流れが進む中で、複数の

慢性疾患を抱えた患者やがん末期の患者等、退院後も医療管理や医療処置を継続
しながら、生活の場に戻る方が増加しており、医療の継続性の確保や退院に伴っ
て新たに生じる心理的・社会的問題の予防や対応のために、入院中から退院後の
生活を見据えた退院支援※11 及び退院調整※12 の重要性が高まっています。 
退院調整支援担当者を配置している病院※13 数は 43 施設となっており、前回計

画策定時の 38 施設よりも増加しています。人口 10 万人あたり※14も 2.8 施設から
3.3 施設へと改善しており、徐々に体制として広がりつつあります。なお、多くの
病院には地域医療連携室や医療相談室があり、退院支援及び退院調整などの相談
にも応じています（図４、図５）。 

 

 

※10 ＱＯＬ…クオリティー・オブ・ライフ（Quality Of Life）。「生活の質」「人生の質」「生命の質」などと訳されま

す。一般的には、従来の生活の量を求めるのではなく、生活の満足感・安定感・幸福感を規定している諸要因の質を求

めること。諸要因の一方に生活者自身の意識構造、もう一方に生活の場の諸環境があるとされます。社会福祉及び介護

従事者の「生活の場」での援助も、生活を整えることで暮らしの質をよりよいものにするというＱＯＬの視点を持つこ

とが重要です。 

※11 退院支援…患者が自身の病気・障害を理解した上で、退院後も必要な医療や看護を継続しながらどこで療養をする

か、どのような生活を送りたいかの自己決定の過程を支援することを指します。 

※12 退院調整…退院支援によって導き出された患者の自己決定を実現するため、患者・家族の意向を踏まえて、社会保

障制度や社会資源に実際につなぐための調整をすることを指します。 
※13 施設数は、診療報酬における「入退院支援加算」の施設基準の届出施設のみです。（令和 5 年 6 月１日現在。具体

的な医療機関は別表１参照）。入退院支援加算は「退院支援加算１～３」に区分が分かれており、それぞれに施設基準

が異なりますが、主に入退院支援及び地域連携業務を担う部門が設置されており、入退院支援及び地域連携業務に関す

る十分な経験を有する専従の看護師又は専従の社会福祉士が１名以上配置されていること（加算 1、2）、入退院支援及

び５年以上の新生児集中治療に係る業務の経験を有し、小児患者の在宅移行に係る適切な研修を修了した専任の看護師

又は入退院支援及び５年以上の新生児集中治療に係る業務の経験を有する専任の看護師及び専従の社会福祉士が配置さ

れていること（加算 3）等が条件となっています。 

※14 施設数を「奈良県の推計人口調査（年報）（令和 4 年 10 月時点）」の奈良県人口で除し、10 万を乗じて算出。 
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２）日常の療養支援 

① 訪問診療・往診 
厚生労働省近畿厚生局「奈良県内の施設基準の届出受理状況」によると、24 時

間往診が可能な在宅療養支援病院※15 は 22 施設、在宅療養支援診療所※16 は 180
施設あります（令和 5（2023）年 6 月１日現在。具体的な医療機関は別表 2、３
参照）。人口 10 万人あたりの施設数は、全国値以上の医療圏もありますが、医療
圏ごとで地域差がみられる状況です。 

図 4 人口 10 万人あたりの在宅療養支援病院数 

 
 

図 5 人口 10 万人あたりの在宅療養支援診療所数  

 

 

※15 在宅療養支援病院…24 時間往診が可能な体制が確保され、国の定める基準（200 床未満、又は当該病院を中心とし

た半径４㎞以内に在宅療養支援診療所が存在しない等）を満たす病院のこと。 

※16 在宅療養支援診療所…24 時間往診が可能な体制が確保され、国の定める基準を満たす診療所のこと。 
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出典：厚生労働省各厚生局「届出受理医療機関名簿（令和 5 年 6 月 1 日現在」、 

奈良県「奈良県の推計人口調査（年報）（令和 4 年 10 月時点）」 

総務省統計局「人口推計（令和 4 年 10 月１日現在）」  

 

なお、一定の実績や医療提供体制が求められる、機能強化型の在宅療養支援病
院及び在宅療養支援診療所を中心として在宅医療が提供されていますが、その他
にも、多くの病院・診療所が往診※17 や在宅患者訪問診療※18 等を実施しています
（表 1）。 
しかしながら、在宅医療の多くが診療所を中心とした小規模な提供母体で成り

立っていることもあり、奈良県医師会会員を対象とした調査においては、現在在
宅医療を実施している医師で、今後も在宅医療を行っていく中での問題点や改善
が必要な事項として「在宅医療で求められる時間と自分の生活のための時間の調
整がうまくできるかどうか（24 時間対応も含めて）」が最も選択され、回答数の
うち 6 割を超える結果となっているという事実もあります※19 。このような背景
もあって、奈良県においても在宅医療を提供している施設数は減少傾向にありま
す。   

 

※17 往診…患家（介護老人保健施設等を含む）の求めに応じて患家に赴いて診療すること。 

※18 在宅患者訪問診療…通院が困難な者に対して、その同意を得て計画的な医学管理の下に、定期的に医師が訪問して

診療を行うこと。 

※19 奈良県医師会「在宅医療に関するアンケート調査報告書」（平成 30 年） 
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表 1 県内における在宅医療を提供している病院・診療所数及び総数に占める割合の推移  

施

設 

区

分 

調査

年 

介護保険等による施設数 

（介護予防サービスを含む） 

総数 
居宅療養 

管理指導 
訪問看護 

訪問 

リハビリ

テーショ

ン 

病

院 

H26 19 7 37% 7 37% 14 74% 

H29 22 6 27% 3 14% 14 64% 

R2 30 10 33% 6 20% 17 57% 

診

療

所 

H26 148 103 70% 22 15% 22 15% 

H29 145 106 73% 28 19% 21 14% 

R2 129 87 67% 26 20% 27 21% 

出典：厚生労働省「平成 26～令和 2 年医療施設（静態・動態）調査」 

  

施

設 

区

分 

調査

年 

医療保険等による施設数 

総数 往診 
在宅患者 

訪問診療 

在宅患者 

訪問看

護・指導 

在宅患

者訪問 

リハビ

リテー

ション

指導管

理 

訪問看護 

ステーショ

ンへの指示

書の交付 

在宅 

看取り 

 

 

病

院 

H26 77 13 17% 15 19% 5 6% 3 4% 29 38% 7 9%  

H29 79 14 18% 18 23% 8 10% 5 6% 27 34% 7 9%  

R2 75 17 23% 24 32% 7 9% 5 7% 37 49% 8 11%  

診

療

所 

H26 1,187 355 30% 290 24% 46 4% 44 4% 218 18% 66 6%  

H29 1,204 292 24% 269 22% 39 3% 33 3% 233 19% 71 6%  

R2 1,214 247 20% 258 21% 35 3% 38 3% 210 17% 64 5%  



 

13 

 

訪問診療を利用する患者数をレセプト件数ベースでみると年々増加しており、
訪問診療料の算定件数でみても同様に増加傾向を示しています。また、往診につ
いては毎年約３万件程度と一定数の提供がなされています（表 2）。 

表 2 訪問診療患者数及び訪問診療・往診算定件数  

指標名 
H29 年度 

（2017） 

H30 年度 

（2018） 

R1 年度 

（2019） 

R2 年度 

（2020） 

R3 年度 

（2021） 

訪問診療患者数（レセプト件数） 84,135 89,399 95,216 103,589 110,371 

訪問診療算定件数 180,039 186,468 194,873 208,504 219,451 

往復算定件数 30,121 29,974 29,554 30,327 31,458 

出典：奈良県地域医療連携課調べ 

「市町村国民健康保険及び後期高齢者制度レセプトデータ特別集計」 

 

このことから、在宅医療を提供する施設数が減少する中でも、個々の施設にお
ける患者の対応数は増えてきていることが推測されます。 
今後更に進む患者の増加等を踏まえると、地域によっては在宅医療の需要の増

加に対応しきれない可能性があるため、地域における今後の訪問診療の需要と在
宅療養支援病院及び在宅療養支援診療所をはじめとする医療機関における診療実
態を把握し、訪問診療等に取組むことができる施設の増加や、すでに訪問診療に
取り組んでいる施設における機能の強化や連携、ICT（情報通信機器）・AI 等の活
用による生産性向上に資する取組による提供体制の構築が必要です。 

 

② 訪問看護等 
医師の指示に基づき、通院が困難な状況にある病気や障害を持った患者が住み

慣れた地域や家庭で、その人らしく療養生活を送れるように、看護師等が患者の
自宅等を訪問し、療養生活の支援、心身機能の維持回復、又は必要な診療の補助
を行う訪問看護事業所は 205 施設あります（令和 5（2023）年 6 月１日現在。具
体的な施設は別表４参照。医療みなし※20 を含まない）。 
訪問看護ステーションに従事する看護師は、人口 10 万人あたり 69.0 人、1 事

業所あたり約 5.4 人、また、24 時間体制をとっている訪問看護ステーションに従
事する看護師数は 61.7 人、1 事業所あたり約 5.6 人と、いずれも全国値と比べて
多くなっています（図 6）※21 。 

 

※20 医療みなし…健康保険法により、保険医療機関等の指定を受けた病院、診療所、歯科医院、薬局は、申請をしなく

とも訪問看護サービス提供事業者の指定を受けたものとみなされます。 

※21 厚生労働省「令和 3 年介護サービス施設・事業所調査」の看護師数（常勤兼任、非常勤については常勤換算数で常

勤専任に合算）を参照しています。 
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図 6 訪問看護ステーションに従事する看護師数  

 

 
出典：厚生労働省「令和 3 年介護サービス施設・事業所調査」、奈良県「奈良県の推計人

口調査（年報）」（令和 3 年 10 月 1 日時点）、総務省統計局「人口推計（当該年の 10 月 1 日

現在）」 

 

また、訪問看護の利用者数※22は、県全体で 79,776 人となっています（表 3）。
今後も慢性的な疾患を抱えながら、長期にわたる療養や介護サービスを必要とす
る高齢者の増加等によって、訪問看護の利用者数は増加すると推測されます。 
今後、在宅療養のニーズが多様化するなかで、より安定的な提供体制を整備す

るため、退院に向けた医療機関との共同指導や住み慣れた地域で人生の最終段階
が迎えられるような看取り体制、医療ニーズの高い利用者へ対応できるような訪
問看護事業所間や関係機関との連携強化、専門性の高い看護師の活用が求められ
る。さらに D to P with N によるオンライン診療を含め、在宅医療を支えるため、
病院からの訪問看護の実施や訪問看護事業所の事業者規模の大規模化による機能
強化、ICT の活用等による業務効率化等を検討していくことが必要です。  

表 3 訪問看護利用者数 

指標名 奈良 東和 西和 中和 南和 県全体 

訪問看護利用者数（人） 27,186 12,700 21,160 14,026 4,705 79,776 

出典：令和 2 年度 KDB データ（1 か月あたり患者数（月平均）に 12 を乗じて算出） 

 

奈良県でターミナルケア※23を実施している訪問看護ステーションは 132 施設
あり、全訪問看護ステーション数の 79%です。全国値の 81%を若干下回る数値で
すが、人口 10 万人あたりでは 10.0 施設で、全国値を上回っています（図 7）。  

 

※22 令和 2 年度 KDB データ（1 か月あたり患者数（月平均）に 12 を乗じて算出） 

※23 ターミナルケア…がんの末期など死が近い患者への医療をいいます。 
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図 7 ターミナルケアを実施している訪問看護ステーション数 

 
出典：厚生労働省「令和 3 年介護サービス施設・事業所調査」 

奈良県「奈良県の推計人口調査（年報）」（令和 3 年 10 月 1 日時点） 

総務省統計局「人口推計（当該年の 10 月 1 日現在）」 

 

③ 訪問歯科診療 
在宅又は介護施設等における療養を歯科医療面から支援する在宅療養支援歯科

診療所※24 数は 72 施設あり、人口 10 万人あたり 5.51 施設です（令和 5（2023）
年６月１日現在。具体的な医療機関は別表 5 参照）（図８）。施設数が減少してい
る医療圏が多く、県全体の 10 万人あたり施設数は全国値を下回っています。  

図 8 10 万人あたりの在宅療養支援歯科診療所数  

 
出典：厚生労働省各厚生局「届出受理医療機関名簿（令和 5 年 6 月 1 日現在」 

奈良県「奈良県の推計人口調査（年報）（令和 4 年 10 月時点）」 

総務省統計局「人口推計（令和 4 年 10 月１日現在）」 

 

※24 在宅療養支援歯科診療所…高齢者の口腔機能管理に係る研修を受けた常勤の歯科医師が１名以上、歯科衛生士が１

名以上配置されており、患者の求めに応じて、迅速な歯科訪問診療が可能な体制を確保している歯科診療所のことをい

います。 
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なお、在宅療養支援歯科診療所以外の歯科診療所においても訪問診療等を実施
しており、在宅医療を提供している歯科診療所の割合は平成 26（2014）年から令
和 2（2020）年にかけて増加しています（表４）。  

表 4 県内における在宅医療を提供している歯科診療所数の推移及び 

総数に占める割合の推移 

範囲 総数 

在宅医療サ

ービスを実

施している 

歯科訪問 

診療 

（居宅） 

歯科訪問 

診療 

（施設） 

訪問歯科 

衛生指導 

H26 697 129 19% 90 13% 81 12% 41 6% 

H29 690 137 20% 91 13% 95 14% 50 7% 

R2 679 202 30% 93 14% 114 17% 43 6% 

 

範囲 

歯科医師による 歯科衛生士等による 

居宅療養 

管理指導 

介護予防 

居宅療養 

管理指導 

居宅療養 

管理指導 

介護予防 

居宅療養 

管理指導 

H26 43 6% 11 2% 28 4% 9 1% 

H29 49 7% 14 2% 37 5% 11 2% 

R2 61 9% 20 3% 53 8% 14 2% 

出典：厚生労働省「平成 26～令和 2 年医療施設（静態・動態）調査」 

 

在宅療養者は、主疾患ばかりでなく様々な合併症をもっていることが多いため、
感染防止には特に注意が必要です。その中でも、嚥下障害※25 による誤嚥は、誤嚥
性肺炎※26 を誘発するため、日ごろから「口腔ケア」が求められています。例え
ば、脳卒中の患者には、後遺症等により、食べ物などが気管に入ることの防止や
食べ物をしっかりと噛む機能の維持向上を図ることが重要です。このような口腔
機能の低下や誤嚥性肺炎の予防等のためには、歯科医師だけでなく、歯科衛生士
の口腔管理へのより一層の関わりが期待されています。高齢者の口腔機能の管理

 

※25 嚥下障害…水分や食べ物を口の中に取り込んで、咽頭から食道・胃へと送り込む、飲み込みの機能が悪くなった状

態をいいます。 

※26 誤嚥性肺炎…高齢や脳卒中などの病気のために、飲み込みの機能や咳をする機能が弱くなり、食物、液体が気管に

入りやすくなったり、入っても咳ができず、うまく取りのぞけなかったりするために起こる肺炎です。 
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や心身の特性を踏まえた歯科医療については、歯科系の診療科を標榜する病院に
より提供されている場合もあることから、歯科診療所と歯科系の診療科を標榜す
る病院との間などの歯科医療機関間の連携や、医科歯科連携を更に推進すること
によって、在宅療養者の歯科受療率を向上させていくことが必要です。 

 

④ 訪問薬剤管理指導 
訪問薬剤指導（在宅患者訪問薬剤管理指導料届出薬局）を実施する薬局数は 536

施設で、人口 10 万人あたり 41.0 施設です（令和 5（2023）年 6 月１日現在。具
体的な医療機関は別表 6-1 参照）（図 9）。いずれの医療圏においても 10 万人あた
りの施設数は増加していますが、全国値と比較すると、県全体としては全国値を
下回っている状況です。 

図 9 10 万人あたりの訪問薬剤管理指導を実施する薬局数  

 
出典：厚生労働省各厚生局「届出受理医療機関名簿（令和 5 年 6 月 1 日現在）」 

奈良県「奈良県の推計人口調査（年報）（令和 4 年 10 月時点）」 

総務省統計局「人口推計（令和 4 年 10 月１日現在）」 

 

訪問薬剤管理指導とは、保険薬局が在宅療養者に対し、在宅診療を行っている
医療者とともにチームを組み、在宅での医薬品に関する管理を行うことをいいま
す。 
また、地域支援体制加算届出薬局※27は 280 施設で、人口 10 万人あたり 21.4 施

設です。全国値と比較すると、各医療圏・県全体いずれも全国値を上回っている
状況です（図 10）。 

 

※27 在宅患者への指導実績や服薬情報提供料等が主な要件となっています。（令和８年度診療報酬改定において「地域

支援体制加算」は「地域支援・医薬品供給対応体制加算」として再編されています。） 
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図 10 10 万人あたりの地域支援加算薬局数  

 
出典：厚生労働省各厚生局「届出受理医療機関名簿（令和 5 年 6 月 1 日現在）」 

奈良県「奈良県の推計人口調査（年報）（令和 4 年 10 月時点）」 

総務省統計局「人口推計（令和 4 年 10 月１日現在）」 

 

なお、令和８年度診療報酬改定において、地域支援体制加算は、地域支援・医
薬品供給対応体制加算として再編されています。また、令和６年度診療報酬改定
において新設された在宅薬学総合体制加算の届出状況についても、在宅医療提供
体制の整備に向けて、今後重要な指標となります(具体的な医療機関は別表 6-2 参
照）。 

 

保険薬局には、医薬品、医療・衛生材料等の提供の拠点として実際に患者のも
とに出向いて薬を届けるだけでなく、薬学的管理・指導、薬物療法に関する情報
の共有をはじめとした他職種との連携、夜間・休日を含む急変時の対応等が求め
られます。また、ICT 等の活用により病院薬剤師と薬局薬剤師等の連携による患
者の療養環境の移行時も含めた在宅療養患者の状態や服薬状況等に係る情報の収
集、残薬や複数診療科からの医薬品の処方による重複投薬、ポリファーマシー、
薬物相互作用の発見及び関係職種への情報提供等につなげることが必要です。 

 

⑤ 訪問リハビリテーション 
医師の指示に基づき、通院が困難な状況にある病気や障害を持った患者が住み

慣れた地域や家庭で、その人らしく療養生活を送れるように、理学療法士や作業
療法士等が、患者の自宅等を訪問して、その心身の機能の維持回復を図り、日常
生活の自立を助けるために理学療法※28 、作業療法※29 、その他必要なリハビリテ
ーションを行うサービスとして訪問リハビリテーションがあります。 
訪問リハビリテーション事業所数は 73 施設あり、人口 10 万人あたり 5.6 施設

あります（令和 4（2022）年 12 月末現在。具体的な事業所は別表 7 参照）。 
訪問リハビリテーション利用者数は人口 10 万人あたり 220.5 人です。10 万人

あたり施設数・利用者数ともに増加しており、全国値を上回っている状況です。
（図 11）。 

 

※28 理学療法…マッサージ、運動、入浴、電気治療等の理学的治療技術を施すことをいいます。 

※29 作業療法…身体又は精神に障害のある者に対し、様々な作業活動を用いて治療や機能訓練、援助を行い、積極的な

生活を送る能力を獲得させることをいいます。 
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図 11 10 万人あたりの訪問リハビリテーション事業所数・利用者数  

 
出典：厚生労働省「介護サービス情報の公表システムデータのオープンデータ」 

（2022 年 12 月末時点の数値）、「介護給付費等実態統計」 

奈良県「奈良県の推計人口調査（年報）」（当該年の 10 月 1 日） 

総務省統計局「人口推計（当該年の 10 月 1 日現在）」 

 

⑥ 訪問栄養食事指導 
住み慣れた地域で人生の最期まで自分らしく暮らすために、適切な食・栄養支

援は欠かせない要素となっており、通院等が困難な在宅療養中の患者に対して栄
養指導や食事管理を行う在宅訪問栄養食事指導の利用回数（算定回数）※30は、県
全体で 98 件となっています。 
今後、訪問栄養食事指導を充実させ、在宅療養移行において切れ目のない介入

を実現させるためには、栄養ケア・ステーション等の管理栄養士の活用も含めた
体制の構築が求められます。 

 

３）急変時の対応 
自宅での介護を検討する際に重視することとして、「病状等が急変した時に、す

ぐに一時的に入院・入所できる病院・施設があるかどうか」や「夜間・緊急時で
も対応してくれる医師がいるかどうか」等が挙げられており※31 、こうした不安
の軽減が、在宅での療養を継続するための重要な課題です。そのため、在宅療養
者の急変時に後方受入を担う病院として、在宅療養後方支援病院※32 が位置付け
られており、県内で 4 施設あります※33 。（令和５（2023）年６月１日現在。具体
的な医療機関は別表 8 参照） 

 

※30 令和 3 年 NDB データ介護保険の認定を受けている在宅患者については、介護保険における「居宅療養管理指導

（薬剤師、管理栄養士、歯科衛生士）」が優先されます。 

※31 奈良県介護保険課「高齢者の生活・介護等に関する県民調査」（令和 5 年３月） 

※32 在宅療養後方支援病院･･･在宅医療を提供する医療機関と連携し、連携医療機関の求めに応じて 24 時間入院希望患

者（あらかじめ当該病院に届け出た患者）の診療が可能な体制及び緊急入院ができる病床を常に確保するなどの施設基

準を満たした病院です。 
※33 厚生労働省近畿厚生局「奈良県内の施設基準の届出受理状況」（令和 5 年 6 月１日現在） 
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また、地域の医療・介護事業所との連携強化や在宅患者の増悪時の受け入れな
ど「面倒見のいい病院」機能を有した地域の病院についても、地域全体で患者を
支える地域包括ケアシステムの中心的な病院として重要な役割を担っています。 
医療機関と訪問看護ステーションに対して必要な支援としては、「緊急時の入

院・入所等の受け入れのための病床確保」等が考えられます。 
また、医療資源等が限られ、在宅医療を 24 時間の対応体制で提供することが

困難な地域においては、当該地域における在宅医療の需要等も踏まえながら、夜
間・休日における輪番制による対応や在宅療養支援病院以外も含めた病院による
往診・訪問診療の提供、地域における急変時の受入病床の明確化等の取組や、在
宅医療を支える歯科医療機関、訪問看護事業所、地域連携薬局を含む薬局、高齢
者施設等の関係機関等とともに、地域で面として在宅医療の提供を支える体制の
整備を進めることが求められています。 

 

４）在宅での看取り 
全国的な比較が可能な数値の１つとして、在宅（自宅、老人ホーム及び介護医

療院）における死亡率（令和 3（2021）年）があり、奈良県では 30.3％、全国第
７位の高水準を維持しています（図 12）。 

図 12 都道府県の在宅死亡率（令和 3 年）  

 
出所：厚生労働省「令和 3 年人口動態調査」における 

自宅、老人ホーム及び介護医療院での死亡率を足した数字 

 

しかし、在宅における死亡率の計算に用いられる数値は、不審死等で亡くなら
れた方の人数も含まれてしまうことから、全員が希望した在宅医療の提供を受け
られたかどうかを示す数値とは言い切れない点に注意が必要です。そのため、各
地域において、誰もが望む形で最期を迎えることができる体制をそれぞれが考え
ていくことが大切です。 
奈良県調査※34 によると、どこで最期を迎えたいかについて、一般的な高齢者、

要介護認定者ともに、「自宅」との回答割合が最も高くなっています。しかしなが
ら、結果として病院で亡くなった方の割合が 64.4％※35と最も高く、希望と現実に
はギャップがあります。 

 

※34 奈良県介護保険課「高齢者の生活・介護等に関する県民調査」（令和 5 年３月） 

※35 厚生労働省「令和 3 年人口動態調査」 
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また、高齢化の進展に伴い、例えば、老人ホーム※36 での死亡率が平成 10（1998）
年の 2.0％から令和 3（2021）年の 10.0％に増加する※37など、介護施設等で最期
を迎える人も増えてきています。介護施設等においては、平時からの医師等との
連携に基づき、入所者への医療処置の提供、疾患に対する一定の治療介入や住み
慣れた場所でのターミナルケアや看取り等が行われていることから、在宅医療に
係る機関が介護施設等による看取りを必要に応じて支援することが求められます。 

  

 

※36 老人ホーム…養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び有料老人ホームをいいます。 

※37 厚生労働省「令和 3 年人口動態調査」 
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２．取り組むべき施策 

（１）圏域の設定 
在宅医療は、地域包括ケアシステムの構成要素の１つとして、住み慣れた地域

を軸に取り組まれることを踏まえ、在宅医療の圏域としては、原則、一次保健医
療圏を単位として体制の構築を目指します。ただし、人口構成、医療・介護資源
等の整備状況及び多職種との連携状況等が地域によっても異なるため、地域の実
情や在宅医療における 4 つの場面（退院支援、日常の療養支援、急変時の対応、
看取り）に合わせて柔軟に隣接する圏域相互で連携等を図ることも必要です（図
13）。 

図 13 在宅医療の提供圏域 

 
 

（２）目指すべき方向性と関係機関に求められる事項 

１）円滑な在宅療養に向けての入退院支援・退院調整が可能な体制【退院支援】 
在宅療養における医療の継続性や退院に伴って新たに生じる心理的・社会的問

題の予防や対応のためにも、入院早期から退院後の生活を見据えた入院医療機関
と在宅医療に係る機関との協働による入退院支援・退院調整体制及び多職種カン
ファレンスへの参画体制の確保を目指します。 

 

① 入院医療機関に求められる事項 
・退院調整支援担当者を配置すること 
・退院調整支援担当者に対し、可能な限り在宅医療に係る機関で研修や実習が

受けることができるよう配慮すること 
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・入院早期から退院後の生活を見据えた関連職種による退院支援を開始するこ
と 

・退院調整の際には、患者の住み慣れた地域に配慮した在宅医療及び介護・障
害福祉サービスの調整を十分に図ること 

・退院後、患者に起こりうる病状の変化やその対応について、関連職種を含む
退院前カンファレンスや文書・電話等で、在宅医療に係る機関との情報共有
を十分図ること 

（関係機関の例） 
・病院・有床診療所 
・介護老人保健施設（患者の在宅移行に係る取組部分） 

 

② 在宅医療に係る機関に求められる事項 
・在宅療養者のニーズに応じて、医療及び介護・障害福祉サービスを包括的に

提供できるよう調整すること 
・在宅医療及び介護・障害福祉サービスの担当者間で、今後の方針や病状に関

する情報や計画を共有し、連携すること 
・高齢者だけでなく、小児や若年層の在宅療養者に対する訪問診療、訪問歯科

診療、訪問薬剤管理指導、訪問看護、訪問リハビリテーション、訪問栄養食
事指導等にも対応できるような体制を確保すること 

・病院・有床診療所・介護老人保健施設の退院（退所）支援担当者に対し、地
域の在宅医療及び介護・障害福祉サービスに関する情報提供や在宅療養に関
する助言を行うこと 

（関係機関の例） 
・病院・診療所（歯科を標榜するものを含む。以下同じ） 
・訪問看護事業所 
・薬局 
・居宅介護支援事業所※38  
・市町村・地域包括支援センター※39 
・基幹相談支援センター及び相談支援事業所※40 

 

２）日常の療養支援が可能な体制【日常の療養支援】 
在宅療養者が可能な限り住み慣れた地域で暮らしていけるよう、介護職種等を

含めた多職種協働によって、患者の疾患、重症度に応じた医療（緩和ケア含む。）
及び介護・障害福祉サービス等が継続的かつ包括的に提供される体制の構築や在

 

※38 居宅介護支援事業所…要介護（支援）認定申請手続の代行やケアプランを作成・管理する機関。介護支援専門員が

必ず配置されることになっており、サービス利用に関する相談や苦情対応なども行います。 

※39 地域包括支援センター…介護保険法の改正により創設された、市町村等が設置する機関で、①介護予防マネジメン

ト、②総合相談・支援、③権利擁護業務、④包括的・継続的マネジメントを担い、地域の保健医療の向上、福祉の増進

を包括的に支援する中核機関のことをいいます。（令和 5 年 4 月 1 日現在、70 機関。一覧は別表９参照） 

※40 基幹相談支援センター・相談支援事業所…障害者自立支援法等に基づき、地域における身体障害者、知的障害者、

精神障害者の相談支援に関する中核的な役割を担う機関として位置付けられたものであり、市町村又は当該業務の実施

の委託を受けた一般相談支援事業者その他の省令で定める者が設置することができるものをいいます。 
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宅医療を提供する医療従事者の養成及び既に在宅医療を行っている医療従事者の
育成を通じた提供する在宅医療の質の担保・向上を目指します。 

 

① 在宅医療に係る機関に求められる事項 
・関係機関の相互の連携により、在宅療養者のニーズに対応した医療や介護、

障害福祉サービスが包括的に提供される体制を確保すること 
・医療関係者は、市町村及び地域包括支援センターが地域ケア会議において在

宅療養者に関する検討をする際には積極的に参加すること 
・地域包括支援センター等と協働しつつ、在宅療養に必要な医療及び介護・障

害福祉サービス、家族等の負担軽減につながるサービスを適切に紹介するこ
と 

・がん（緩和ケア体制の整備）、認知症（身体合併等の初期対応や専門医療機関
への適切な紹介）、小児（小児の入院機能を有する医療機関との連携）等、そ
れぞれの患者像に応じた在宅医療の体制を整備すること（それぞれの取組策
については各章で記載しています。） 

・災害時にも適切な医療を提供するための業務継続計画（Business Continuity 
Plan：BCP）（人工呼吸器等の医療機器を使用している患者の搬送等に係る計
画を含む。）を策定すること 

・医薬品や医療機器等の円滑な提供及び薬学的管理・指導を行うための体制を
整備すること 

・身体機能及び生活機能の維持向上のためのリハビリテーション・栄養管理・
口腔の管理を適切に提供するために、関係職種間で連携体制を構築すること 

・日常生活の中で、栄養ケア・ステーション等と連携し、患者の状態に応じた
栄養管理を行うことや適切な食事提供に資する情報を提供するための体制
を構築すること 

・在宅療養者への医療・ケアの提供にあたり、医師・歯科医師の定期的な診察
と適切な評価に基づく指示により、患者の病態に応じて、適切な時期にサー
ビスが提供される体制を整備すること 

（関係機関の例） 
・病院・診療所 
・訪問看護事業所 
・薬局 
・居宅介護支援事業所 
・訪問介護事業所 
・市町村・地域包括支援センター 
・介護老人保健施設 
・介護医療院 
・短期入所サービス提供施設 
・基幹相談支援センター及び相談支援事業所 
・栄養ケア・ステーション 

 

３）急変時の対応が可能な体制【急変時の対応】 
患者や家族が自宅等での療養生活を希望しながらも選択できない理由として、

急変時の対応における本人や家族の不安感や負担感が考えられるため、関係機関
等と協働して、往診や訪問看護による 24 時間対応ができるような輪番制等連携
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方法の検討や、受け入れ先となる入院医療機関との円滑な後方支援体制の構築を
目指します。 

 

① 在宅医療に係る機関に求められる事項 
・在宅医療を実施している医療機関にあっては、病状急変時における連絡先を

あらかじめ在宅療養者やその家族等に提示し、また求めがあった際に自院及
び関係機関等と協力して 24 時間対応が可能な体制を確保すること 

・24 時間対応が自院で難しい場合も、近隣の病院や診療所、薬局、訪問看護事
業所等との連携により、24 時間対応が可能な体制を確保すること 

・在宅医療に係る機関で対応できない急変の場合は、その症状や状況に応じて、
搬送先として想定される入院医療機関と協議して入院病床を確保するとと
もに、搬送については、地域の消防関係者と連携を図ること 

・これらの事項について、在宅医療に係る機関を中心として、各関係機関等が
相互に連携・協力をしながら、在宅療養者の急変時における 24 時間対応が
可能な体制の構築を進めること 

（関係機関の例） 
・病院・診療所 
・訪問看護事業所 
・薬局 
・消防機関 

 

② 入院医療機関に求められる事項 
・在宅療養支援病院、有床診療所（在宅療養支援診療所を含む。）、在宅療養後

方支援病院、地域包括ケア病棟設置病院、二次救急医療機関等において、在
宅医療に係る機関（特に無床診療所）が担当する在宅療養者の病状が急変し
た際の受け入れを行うこと 

・特に、在宅療養支援病院、在宅療養後方支援病院においては、地域の在宅医
療に係る機関と事前から情報共有を行うなど、連携することで、円滑な診療
体制の確保に努めること 

（関係機関の例） 
・病院・有床診療所 

 

４）患者が望む場所での看取りが可能な体制【看取り】 
住み慣れた自宅や介護施設等、本人が望む限りは望む場所での最期を選択でき

るよう、適切な情報提供やアドバンス・ケア・プランニング（Advance Care 
Planning：ACP）の普及・啓発活動を行いながら、関係機関等と協働の上で地域
状況に合わせた医療・介護提供体制の構築を目指します。 

 

① 在宅医療に係る機関に求められる事項 
・人生の最終段階に出現する症状に対する患者や家族等の不安を解消し、患者

が望む場所での看取りを行うことができる体制や患者の意思を尊重した意
思決定を支援する体制の構築 
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・本人と家族等が希望する医療・ケアを提供するにあたり、医療と介護の両方
を視野に入れ、利用者の状態の変化に対応し、最期を支えられる訪問看護の体制
を整備すること 
・医療用麻薬をはじめとするターミナルケアに必要な医薬品や医療機器等の提

供体制を整備すること 
・患者や家族等に対して、自宅や住み慣れた地域で受けられる医療及び介護・

障害福祉サービスや看取りに関する適切な情報提供を行うこと 
・介護施設等による看取りを必要に応じて支援すること 
（関係機関の例） 
・病院・診療所（歯科を含む。） 
・訪問看護事業所 
・薬局 
・居宅介護支援事業所 
・市町村・地域包括支援センター 
・基幹相談支援センター及び相談支援事業所 

 

② 入院医療機関に求められる事項 
・在宅医療に係る機関で看取りに対応できない場合について、病院・有床診療

所で必要に応じて受け入れること 
（関係機関の例） 
・病院・有床診療所 

 

（３）関係機関間における相互連携体制の構築 
前述の目指すべき方向性を実現していくためには、地域ごとの医療・介護、障

害福祉サービスの状況等を踏まえた上で、（１）在宅医療における積極的な役割と
機能、（２）在宅医療に必要な連携機能を、それぞれの関係機関が、多職種による
相互連携体制を構築しながら総合的に取組を進めていくことが必要不可欠となり
ます（図 14）。 

図 14 在宅医療提供体制 
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このことから、それぞれの関係機関が地域においてより良い連携体制を構築す
るため、協議の場を活用した情報共有等の支援を行いながら、各関係機関と協働
して在宅医療提供体制の構築を目指します。 

 

１）在宅医療における積極的役割と機能 
在宅需要の増加に伴い、すでに積極的に在宅医療を提供している関係機関の負

担増加が懸念されることから、関係機関間におけるタスクシェア及び地域連携に
より、以下の取組を推進することが必要です。 
・医療機関（特に一人の医師が開業している診療所）が対応しきれない夜間や

医師不在時、在宅療養者の病状の急変時等における診療の支援 
・在宅での療養に移行する患者にとって必要な医療及び介護・障害福祉サービ

スが十分確保できるよう、関係機関への働きかけ 
・臨床研修制度における地域医療研修において、在宅医療の現場での研修を受

ける機会等の確保 
・災害時等にも適切な医療を提供するための業務継続計画（BCP）（人工呼吸器

等の医療機器を使用している患者の搬送等に係る計画を含む。）の策定 
・地域包括支援センター等と協働しつつ、療養に必要な医療及び介護・障害福

祉サービスや家族の負担軽減につながるサービスの適切な紹介 
・入院機能を有する医療機関においては、患者の病状が急変した際の受入れ 

 

機能強化型の在宅療養支援病院・診療所は、積極的役割を担う医療機関として
地域連携により取組への参画が期待されています。  

 

〈積極的役割を担う医療機関〉 
一覧は、県 HP（URL：  ）に掲載しています（随時更新）。 

 

２）在宅医療に必要な連携機能 
地域における市町村の在宅医療・介護連携の推進とともに、より広域な地域に

おける課題に対しては、保健所が市町村の在宅医療・介護連携推進事業との連携
を図り、また、積極的にその取組の支援を行うことが必要です。 
 「日常の療養支援」、「看取り」においては、地域での取組が中心となること

から、市町村と地域の在宅医療機関（地区医師会等）とが協力し、在宅医療・介
護連携推進事業とともに取組の強化に努めることが重要です。 
「急変時の対応」、「退院支援」においては、病院と関係機関との連携が重要と

なることから、奈良県地域医療構想における「断らない病院」や「面倒見のいい
病院」との連携強化が求められます。 
また、災害の発生に備え、都道府県（保健所）、市町村と関係機関（医療・介護

提供機関等）においては、平時から連携の強化を行うことが重要です。 
連携の拠点においては、以下の取組を推進することが求められます（図 15）。 
・地域の医療及び介護、障害福祉の関係者による会議を定期的に開催し、在宅

医療における提供状況の把握、災害時対応を含む連携上の課題の抽出及びそ
の対応策の検討等の実施 

・地域の医療及び介護、障害福祉サービスについて、所在地や機能等を把握し、
地域包括支援センターや基幹相談支援センター・相談支援事業所等と連携し
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ながら、退院時から在宅生活の継続や看取りまでの医療や介護、障害福祉サ
ービスにまたがる様々な支援を包括的かつ継続的に提供するよう、関係機関
との調整の実施 

・質の高い在宅医療をより効率的に提供するため、関係機関の連携による急変
時の対応や 24 時間体制の構築や多職種による情報共有の促進 

・在宅医療に係る医療及び介護、障害福祉関係者に必要な知識・技能に関する
研修の実施や情報の共有 

・在宅医療に関する地域住民への普及啓発の実施 
・災害時において関係機関間での連携した対応が重要となることから、平時か

ら在宅医療に必要な連携を担う拠点を中心として、国の研修会等を活用し地
域ＢＣＰ※41の策定を推進 

 

病院・診療所・訪問看護事業所等、地域医師会、保健所、市町村、地域包括支
援センター、在宅医療・介護連携推進事業の実施主体は、在宅医療に必要な連携
の拠点として、取組への参画が期待されています。 

 

〈在宅医療に必要な連携を担う拠点〉 
一覧は、県 HP（URL：  ）に掲載しています（随時更新）。 

 

※41 BCP とは災害などのリスク発生時に、業務が中断しないために、仮に中断した場合でも代替手段を使って、早期に

重要業務を再開させるための計画。また、地域 BCP とは地域全体の医療・ケア提供の継続と早期復旧を可能とする計

画。各機関のスタッフ・患者・利用者のみならず、多くの住民の「いのち」と「健康」と「暮らし」を守ることを目的

とし、保健医療福祉の多職種多機関が共に作成するもの。 
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図 15 連携のイメージ 

 

（４）施策 

１）在宅医療の啓発 
・患者・家族や関係機関に対して、在宅療養を選択肢の１つに加えることがで

きるよう、在宅医療のもつ意義やそれを支える各職種の役割等の啓発に関係
団体と協力しながら取り組みます。 

・特に、医療従事者に対しては、在宅療養者を支えるために多職種間での連携
体制を構築していく中で、他の専門職種から求められている各専門職として
の役割等に関する相互理解がより促進されるような啓発の取り組み方につ
いて関係機関と協力しながら検討していきます。 

 

２）在宅医療提供体制の確立促進 
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① 地域特性に応じた在宅医療提供体制の構築 
・地域特性に応じた在宅医療提供体制を構築していくためには、地域内の現状
を把握したうえで市町村が主体となって、地区医師会等関係機関と連携してい
く必要があります。 

・県は、地域ごとのデータ分析等の情報を積極的に提供する等、在宅医療提供
体制の構築に対する支援に取り組むほか、複数市町村にまたがるような課題に
対しては、圏域内の保健所を中心として広域的な視点から調整支援を行いま
す。 

 

② 24 時間対応ができるチームによる在宅医療提供体制の推進 

・医師の 24 時間対応の困難さや、新たに在宅医療に取り組むにあたっての不
安感が地域における在宅医療提供体制の構築を阻害する要因の一つとなっ
ていることから、複数診療所や病院を含めた複数医師による連携体制の構築
や在宅医療に関する同行研修の実施等、チームによる在宅医療という観点か
ら検討を進め、消防機関とも連携を図りながら、地域の実情に合わせて、可
能な限り 24 時間対応ができる在宅医療提供体制の推進に取組みます。 

 

③ スムーズな在宅移行に向けた入退院調整ルールの普及促進 
・平成 27（2015）年度の東和保健医療圏域での取組を皮切りとして、介護が必

要な方が病院から地域へ安心してシームレスな在宅移行ができるようにす
るため、病院看護師や地域連携室とケアマネジャー間での情報共有ルールと
して「入退院調整ルール」を策定しています。 

・現在、このルールは各圏域にある保健所からの積極的な支援もあり、令和３
（2021）年度より県内の全域において運用・活用が行われています。 

・今後は、市町村が「退院支援」「日常の療養支援」「急変時の対応」「看取り」
の４つの場面を意識した在宅医療・介護連携の取り組みを推進するため、有
識者アドバイザーの助言を得ながら、市町村における在宅医療・介護連携推
進に関する協議の場の立ち上げ及び効果的な運用に向けた支援を行ってい
きます。 

 

④ デジタル技術の活用  
・現在、国では全国医療情報プラットフォーム※42の構築が進められており、今

後、関係機関における電子カルテ等の医療情報の共有により、医療・介護の
連携促進が期待されます。 

・県においても、平成 28（2016）年に宇陀市を中心とした地域をモデル事業と
して採択のうえで、医療・介護情報を共有するＩＣＴネットワークシステム
を導入し、結果の分析等を踏まえながら取組事例の情報共有を進めてきまし
た。 

 

※42 オンライン資格確認等システムのネットワークを拡充し、レセプト・特定健診等情報に加え、予防接種、電子処方

箋情報、自治体検診情報、電子カルテ等の医療（介護を含む）全般にわたる情報について共有・交換できる全国的なプ

ラットフォームをいう。（厚生労働省） 
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・今後、より一層進展するデジタル化に関係機関が対応できるよう、引き続き
先進事例の情報共有やデジタルリテラシーの向上等に取り組むとともに、国
の動向を注視しながら、デジタル技術の活用について慎重に検討や研究を進
めていきます。 

 

⑤ 在宅医療を担う人材（医師・訪問看護師）の養成 
I. 医師の確保 
・在宅医療に携わる医師を更に増やしていくため、実情が分からないことから

訪問診療等に取り組むことを躊躇している医師に対して、在宅医療に取り組
むための動機づけとなるような方策や在宅医療を提供している経験豊富な
医師から指導を受けられるような研修制度について、県医師会を中心とした
関係団体と協力しながら進めていきます。 

 

II. 訪問看護師の確保 
・在宅医療の推進のためには、自宅での療養生活を支える訪問看護師の役割が

非常に重要となってきており、その確保・育成・定着が課題となります。 
・これまでの訪問看護師確保・育成の取組により県内の訪問看護師数は増加し

ていますが、訪問看護師の離職率は、病院看護職員の離職率を上回っていま
す。離職者の大半を占める在職年数の浅い訪問看護師が技術に不安を感じる
ことなく看護ができるよう座学と実習を組み合わせた研修を実施していき
ます。そのほか、安全に安心して働ける職場環境を整備するため、多くの訪
問看護ステーションが直面している利用者からの暴力・ハラスメントの対策
について取組を進めていきます。 

・また、全国に比較しても訪問看護ステーションの１事業所あたりの従事者が
少なく、地域的な偏在もみられることから、より安定的な提供体制を整備す
るため、大規模化やステーション間の連携手法等を含め総合的に検討をすす
めていきます。 

・特に、医療従事者に対しては、在宅療養者を支えるために多職種間での連携
体制を構築していく中で、他の専門職種から求められている各専門職として
の役割等に関する相互理解がより促進されるような啓発の取組み方につい
て関係機関と協力しながら検討していきます。 

 

III. 在宅歯科医療の推進 
・在宅歯科医療における医科や介護等の他分野との連携を図るための窓口とし

て在宅歯科医療連携室を奈良県歯科医師会に設置しており、引き続き在宅療
養者や家族等のニーズに応え、地域における在宅歯科医療の推進及び他分野
との連携体制の構築に努めます。 

・自宅や施設等での在宅歯科医療、在宅口腔ケアのニーズが増えているため在
宅歯科医療、在宅口腔ケアを担当できる質の高い歯科衛生士の養成に務めま
す。 

・保健福祉関係者や在宅療養者の家族が、歯と口のチェックリスト等を活用し、
療養者の歯と口腔の健康状態を把握することによって、必要な訪問歯科診療
につなぐことができるよう、歯と口のチェックリスト等を活用できる体制の
構築を図ります。 
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IV. 保険薬局における薬薬連携等の取組の推進 
・患者へ最適かつ効率的で安全・安心な薬物療法を提供するための情報共有を

図るため、病院薬剤師と薬局薬剤師との連携体制の構築に取り組みます。 
・地域包括ケアシステムの一員として、医療材料・衛生材料の提供や要指導医

薬品等を含め、地域において必要な医薬品の供給拠点になるだけでなく、医
薬品、薬物治療等に関して、安心して相談できる身近な存在として、患者が
医薬品を使用する際の疑問や不安をいつでも相談できるよう、夜間・休日を
含めて、調剤や電話相談等の必要な体制を確保することを目指します。 

・高齢者の半数以上が自宅で最期を迎えたいと希望し、認知症患者や医療依存
度の高い患者において、在宅でも入院時と同等の薬学的管理・指導がますま
す必要となっていることから、そのニーズに応えるためにも在宅患者に対応
可能な体制を整備することを目指します。 

・特に、自宅での薬物療法や中心静脈栄養・疼痛管理のための麻薬タイトレー
ション、副作用の有無、相互作用や重複投与の確認等、患者に安全で安心な
薬物療法を提供するために、医療機関、地域包括支援センター、訪問看護ス
テーション等といった関係機関との連携の強化に努めます。 

 

⑥ 多職種での連携強化による質の高い在宅医療提供体制の確保 
・身体機能及び生活機能の維持向上のための口腔の管理・リハビリテーション・

栄養管理を適切に提供するために、各圏域における研修会等を推進し関係職
種間での連携体制の構築を図ります。 

・日常の療養支援において栄養ケア・ステーション等と連携し患者の状態に応
じた栄養管理を行うことや、退院時においては在宅と病院間での食支援に関
する情報が共有できる栄養情報管理伝達ツールの活用を推進します。 

 

（数値目標） 
在宅医療の提供体制に求められる各医療機能を確保するため、「退院支援」、「日

常の療養支援」、「急変時の対応」、「看取り」の場面ごとに目標を設定するととも
に、多職種による取組を確保するため、主要な職種の目標を設定し、各数値の向
上を目指します。 
なお、令和 8（2026）年度の医療計画の中間見直しの時期において、その時点

での在宅医療の状況を踏まえて、現時点で集計が困難な訪問看護や訪問リハビリ
テーション、栄養管理指導等の指標を追加することを含め、全体的な見直しを行
う予定です。 
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（１）数値目標の詳細 

場面 指標 策定時 目標値 現状値 評価 出典等 

１．退院支援 
人口 10 万人あたりの 

入退院支援加算の算定件数 

182 件 

R2（2020） 
増加 

286 件 

R6（2024） 
増加 KDB 

２．日常の 

療養支援 

人口 10 万人あたりの 

在宅患者訪問診療料算定件

数 

16,588 件 

R3（2021） 
増加 

21,231 件 

R6（2024） 
増加 KDB 

人口 10 万人あたりの 

訪問歯科診療料算定件数 

863 件 

R2（2020） 
増加 

1377 件 

R6（2024） 
増加 KDB 

人口 10 万人あたりの 

訪問看護提供件数※43 

2,822 件 

R2（2020） 
増加 

5,627 件 

R6（2024） 
増加 KDB 

人口 10 万人あたりの 

訪問薬剤管理提供件数※44 

2,051 件 

R2（2020） 
増加 

4,202 件 

R6（2024） 
増加 KDB 

３．急変時の 

対応 

在宅療養支援診療所数の 

割合 

17％ 

R5（2023） 
増加 

20％ 

R8（2026） 
増加 

届出受理

医療機関

名簿 

在宅療養支援病院数の 

割合 

29％ 

R5（2023） 
増加 

32％ 

R8（2026） 
増加 

届出受理

医療機関

名簿 

24 時間体制を取っている 

訪問看護ステーションの 

割合 

86.2% 

R3（2021） 
増加 

88.5% 

R6（2024） 
増加 

介護サー

ビス施

設・事業

所調査 

24 時間対応可能な薬局数 
286 施設 

R3（2021） 
増加 

312 施設 

R6（2024） 
増加 NDB 

４．看取り 
在宅ターミナルケア加算※45

の算定件数/割合 

1,806 件/15％ 

R3（2021） 
増加 

2,143 件/15％ 

R6（2024） 

増加/

横ばい 
KDB 

 

※43 在宅患者訪問看護・指導料（月平均）算定件数、同一建物居住者訪問看護・指導料（月平均）算定件数、【介護保

険】訪問看護費［介護給付］（月平均）算定件数及び【介護保険】訪問看護費［予防給付］（月平均）算定件数の合計を

元に算出しています。 

※44 在宅患者訪問薬剤管理指導料（月平均）算定件数、【介護保険】居宅療養管理指導［介護給付］（月平均）算定件数

及び【介護保険】居宅療養管理指導［予防給付］（月平均）算定件数の合計を元に算出しています。 

※45 在宅ターミナルケア加算…在宅で死亡した患者に死亡日から 2 週間以内に 2 回以上の訪問診療等を実施した場合に

加算できます。割合は算定件数を厚生労働省「令和 3 年人口動態統計」より取得した 75 歳以上の死亡者数で除して算

出しています。 
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場面 指標 策定時 目標値 現状値 評価 出典等 

看取り加算※46の算定件数 

/割合 

1,806 件/15％ 

R3（2021） 

増加 
2,205 件/15％ 

R6（2024） 

増加/

横ばい 

KDB※47 

【参考】 

死亡診断加算の算定件数 
897 件 

R3（2021） 
－ 

853 件 

R6（2024） 
－ KDB 

在宅における死亡率 

在宅（自宅＋

老人ホーム＋

介護医療院）

30.3% 

自宅 18.5%  

R3（2021） 

－ 

在宅（自宅＋

老人ホーム＋

介護医療院）

28.7% 

自宅 16.7% 

R6（2024） 

－ 
人口動態

調査 

 

 

〈医療機関一覧〉 
別表１～９については、県 HP（URL：  ）に掲載しています（毎年更新）。 
 ・別表１ 入退院支援加算届出医療機関 
 ・別表２ 在宅療養支援病院 
 ・別表３ 在宅療養支援診療所 
 ・別表４ 訪問看護ステーション 
 ・別表５ 在宅療養支援歯科診療所 
 ・別表６－１ 在宅患者訪問薬剤管理指導料届出薬局 
 ・別表６－２ 在宅薬学総合体制加算届出薬局 
 ・別表７ 訪問リハビリテーション事業所 
 ・別表８ 在宅療養後方支援病院 
 ・別表９ 地域包括支援センター 

  

 

※46 看取り加算…往診又は訪問診療を行い、在宅で患者を看取った場合、在宅患者訪問診療料（在宅での療養を行って

いる患者であって、疾病、傷病のために通院による療養が困難な者に対して定期的に訪問して診療を行った場合の診療

報酬）に加算できます。死亡診断加算との重複加算はできません。割合は算定件数を厚生労働省「令和 3 年人口動態統

計」より取得した 75 歳以上の死亡者数で除して算出しています。 

※47 KDB…国保保険者や後期高齢者医療広域連合における保健事業の計画の作成や実施を支援するため、国保連合会が

「健診・保健指導」、「医療」、「介護」の各種データを利活用して、①「統計情報」・②「個人の健康に関するデータ」

を作成しているものです。 
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第３節 外来医療提供体制確保のための対策 
外来医療には、診療所における日常診療に加え、夜間・休日の初期救急、学校

医・産業医・嘱託医活動、予防接種や健康診断等の公衆衛生活動、在宅医療及び
病院外来など、幅広い機能が含まれます。現在、これらの機能は、医師の高齢化
や後継者不足等により維持が困難となりつつあるほか、高齢化の進展に伴う医療
および介護ニーズの多様化・複雑化への対応も求められています。このため、本
県では、かかりつけ医機能の充実や、紹介受診重点医療機関等を軸とした医療機
関相互の役割分担・連携を推進し、持続可能な外来医療提供体制の確保を図りま
す。 

 

１．現状と課題 

（１）診療所の開設・廃止の状況について 

１）県内の診療所数の推移 
奈良県内の医科診療所数は約 1,200 施設であり、過去 10 年間の推移をみると、

県全体では大きな変動はみられません（図 1）。一方、二次医療圏別にみると、奈
良医療圏及び中和医療圏では増加後に横ばいで推移している一方、東和医療圏及
び南和医療圏では、この 10 年間、おおむね減少傾向で推移しています（図 2）。  

図 1 奈良県における医科診療所数の推移（過去 10 年間） 

 
出典：厚生労働省「医療施設調査」  
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図 2 二次医療圏人口 10 万人当たり医科診療所数の推移（過去 10 年間） 

 
（平成 27 年を 100 として指数化）    

出典：厚生労働省「医療施設調査」 

 

２）診療所医師の年齢構成 
診療所に勤務する医師数は 1,200 人前後で推移しており、近年は微増傾向にあ

ります。一方で、65 歳以上の医師の割合は近年約 40％を占めており、診療所医師
の高齢化が進行しています（図 3）。  

図 3 奈良県の診療所に勤務する医師の年齢構成の推移 

 
出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 

 

３）外来医師偏在指標について 
外来医師偏在指標は、地域ごとの外来医療提供体制の状況を客観的に把握する

ため、厚生労働省が定めた算定式に基づき算出される指標です。この指標は、住
民の医療需要に対して外来診療を担う診療所医師がどの程度確保されているかを
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示す目安として、地域における診療所医師の偏在状況を評価・分析するために用
いられます（表 1)。 

 

① 外来医師多数区域と外来医師過多区域の設定  
外来医師多数区域は、外来医師偏在指標に基づき、全ての二次医療圏の中で当

該指標の値が上位 33.3％に該当する医療圏を指します。 
また、外来医師多数区域のうち、特に医師や診療所が集中している地域につい

ては、「外来医師過多区域」として都道府県知事が指定・公表することとされてい
ます。外来医師過多区域の指定に当たっては、外来医師偏在指標が「全国平均＋
標準偏差の 1.5 倍以上」であり、かつ可住地面積当たり診療所数が全国上位 10％
以上であることの両方を満たす必要があります。 

 

② 奈良県における外来医療提供体制の現状  
奈良県の二次医療圏における外来医療提供体制をみると(表２)、外来医師偏在

指標は全国平均(115.7)に比べ、奈良医療圏（150.9）が最も高く、中和医療圏（107.9）
が最も低くなっています。また、標準化外来受療率比は全ての医療圏で全国平均
（1.00）を上回っており、県内の外来医療需要は比較的高い状況にあることがう
かがわれます。診療所外来患者数割合は、西和医療圏（77.4％）が最も高く、東
和医療圏（63.0％）が最も低くなっています。さらに、病院および一般診療所外
来患者数の流出入調整係数は、西和医療圏で 0.89、南和医療圏で 0.64 となってお
り、特に南和医療圏において他の医療圏への外来患者の流出が大きいことが示さ
れています。 

 

③ 奈良県における外来医師偏在指標及び外来医師多数区域の取扱い  
厚生労働省が公表した外来医師偏在指標によると、全国 335 医療圏のうち、本

県では奈良、東和、西和及び南和の 4 医療圏が外来医師多数区域に該当していま
す。一方、外来医師過多区域に該当する医療圏はありません。 
しかしながら、本県では、厚生労働省が示す外来医師偏在指標について、次の

ような課題があると考えています。 
 
① 医療機関へのアクセスを左右する面積要素が十分に反映されていないこと 
② 診療科ごとの医療需要や医療提供体制が考慮されていないこと 
③ 診療所と病院との役割分担や連携を進めるための指標となっていない 

 
本県の診療科別の診療所医師数をみると（表 3）、総数（96.21 人）や内科、整

形外科などの 10 万人当たり診療所医師数は全国平均を上回っています。一方で、
小児科（15 歳未満人口 10 万人当たり 42.55 人）、産婦人科（15～64 歳女性人口
10 万人当たり 14.05 人）、外科（0.63 人）などでは全国平均を下回っており、診
療科ごとの偏在がみられます。また、医療圏別又は市町村別にみると、特定の診
療科においては、さらに大きな地域差が生じていることが想定されます。 
したがって、当該指標のみを用いて地域の外来医療提供体制を一律に評価する

ことは、必ずしも本県の実情を的確に反映するものではありません。また、外来
医師偏在指標のみに基づき外来医師多数区域及び外来医師過多区域を設定した場
合、地域における診療所外来医療の課題解決や医療提供体制の充実に十分結び付
かない可能性があるほか、地域の実態に対する理解を誤らせるおそれがあります。 
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以上のことから、本計画では当面の間、外来医師偏在指標に基づく外来医師多
数区域及び外来医師過多区域の設定は行わず、診療所の配置状況や診療機能、診
療科別の需給バランス等に関する分析を行いながら、地域の実情を踏まえた外来
医療提供体制の確保の推進を目指します。 

 
 

表１ 外来医師偏在指標の計算式 

 
出典：厚生労働省「外来医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドライン～第８次（後

期）」  
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表２ 外来医師偏在指標の状況（令和 7 年）  

圏域名 
外来医師

偏在指標 

全国 

順位 

標準化診療所 

従事医師数

（人） 

標準化外来

受療率比 

診療所 

外来患者

数割合 

(%) 

病院+一般診療所 

外来患者流出入 

調整係数 

全国 115.7  111,729.0 1.00 78.0 1.00 

奈良県 123.2 14 1,226.7 1.05 73.9 0.98 

奈良 150.9 11 433.5 1.05 76.6 1.03 

東和 119.5 76 156.1 1.06 63.0 1.01 

西和 119.9 72 291.4 1.05 77.4 0.89 

中和 107.9 132 300.5 1.02 74.0 1.01 

南和 138.7 26 45.2 1.18 70.1 0.64 

出典：厚生労働省「外来医師偏在指標」（令和 7 年） 
 

表 3 主診療科別 10 万人当たり診療所医師数（全国・奈良県比較、令和 7 年） 

診療科 
全国 

(10 万人あたり) 

奈良県 

(10 万人あたり) 

総数 92.85 96.21 

内科 33.50 40.73 

循環器内科 2.07 1.50 

消化器内科 3.35 2.05 

腎臓内科 1.05 0.47 

脳神経内科 0.60 0.47 

糖尿病内科 1.26 1.03 

皮膚科 5.10 5.37 

外科 1.86 0.63 

泌尿器科 1.78 2.45 

脳神経外科 1.04 1.10 

整形外科 6.63 7.97 

眼科 7.15 8.29 

耳鼻咽喉科 4.41 5.13 

リハビリテーション科 0.14 0.32 

小児科 51.87 42.55 

産婦人科 #1 15.80 14.05 

出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」、総務省「国勢調査」 

小児科は 15 歳未満・10 万人あたり 

産婦人科は女子 15-64 歳・10 万人あたり 

#1 産婦人科は産婦人科・産科・婦人科を含む 
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（２）診療所医師が担うべき役割について 

１）休日・夜間の初期救急医療 
救急車等を利用せず自力で受診する軽症の救急患者に対応するため、市町村等

が運営する休日夜間応急診療所において、休日及び夜間の外来診療体制が確保さ
れています（図 4、表４、表 5）。これらの診療体制の大部分は地域の診療所医師
によって支えられており、その多くを内科医及び小児科医が担っています。一方
で、診療所医師の高齢化や小児科医不足が進行しており、奈良県立医科大学附属
病院等からの医師派遣により診療体制を維持している地域もあります。 
また、入院治療を要しない軽症救急患者を診療所等で受け入れることにより、

二次・三次救急医療機関の負担軽減につながっています。今後も安定的に初期救
急医療を提供していくためには、診療体制を担う医師等の確保が求められます。 

図 4 奈良県の一次救急医療体制 (令和 7 年) 

出典：奈良県医師会「令和 7 年度救急医療業務報告書 」（令和 8 年） 
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２）学校医・嘱託医 
児童・生徒の健康診断等を行う学校医や、事業所等で選任される嘱託産業医を

はじめとする嘱託医の多くは、地域の内科、眼科及び耳鼻咽喉科の診療所医師が
担っています。しかし、担い手不足により、一人の医師が複数の学校医や嘱託医
を兼務しているなど、特定の医師に負担が集中している地域もあります（表 5）。 

 

３）各種検（健）診・予防接種 
各種検（健）診及び予防接種については、地域の診療所医師により実施体制が

確保されていますが、地域によっては小児科医不足により、乳幼児を対象とした
健康診査や予防接種を担う医師の確保が困難となっている状況があります （表
5）。  

表 4 休日夜間応急診療所一覧 (令和 7 年) 

施設名 所在地 電話番号 診療科目 
診療受付時間（休日は原則、日・祝・年末年始） 

平日 土曜 休日 

奈良市立休日夜間応

急診療所 

奈良市柏木町

519 番地 28 

0742 

(34)1228 
内科・小児科 21:30～翌 5:30 

14:30～18:00 

21:30～翌 5:30 

9:30～18:00 

21:30～翌 5:30 

奈良市立休日歯科応

急診療所 

奈良市柏木町

519 番地 28 

0742 

(33)4182 
歯科   9:30～11:30 

13:00～15:30 

(一財）生駒メディ

カルセンター 

休日夜間応急診療所 

生駒市東新町 1

番 3 号 

0743 

(75)0111 

内科・小児科 

（要問合せ） 
21:00～翌 5:30 15:00～翌 5:30 9:00～翌 5:30 

天理市立 

休日応急診療所 

天理市富堂町

300-11 

天理市立メディ

カルセンター2

階 

0743 

(63)3257 

内科・小児科 

（要問合せ） 
  10:00～16:00 

大和郡山市立 

休日応急診療所 

大和郡山市本庄

町 317-2 

大和郡山市保健

センター併設 

0743 

(59)2299 

内科・小児科 

（要問合せ） 
  13:00～19:00 

三室休日応急診療所 

生駒郡斑鳩町稲

葉車瀬 2 丁 5 番

18 号 

0745 

(74)4100 

内科・小児科   

9:30～11:30 

12:30～16:30 

17:30～20:30 

歯科   9:30～11:30 

12:30～16:30 

橿原市 

休日夜間応急診療所 

橿原市畝傍町９

の１ 

橿原市保健セン

ター北館 1 階 

0744 

(22)9683 

内科 21:00～23:30 21:00～23:30 9:30～11:30 

12:30～23:30 

小児科 21:00～翌 5:30 21:00～翌 5:30 9:30～11:30 

12:30～翌 5:30 
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施設名 所在地 電話番号 診療科目 
診療受付時間（休日は原則、日・祝・年末年始） 

平日 土曜 休日 

歯科 
  

9:30～11:30 

12:30～15:30 

桜井市 

休日夜間応急診療所 

桜井市粟殿

1000-1 

桜井市保健福祉

センター1 階 

0744 

(45)3720 

内科 21:30～23:30 

(木曜日のみ) 

 
10:00～14:00 

18:00～22:00 

小児科 

（要問合せ） 

  
10:00～14:00 

18:00～22:00 

磯城 

休日応急診療所 

磯城郡田原本町

宮古 404 の 7 

0744 

(33)8000 

内科・小児科 

（要問合せ） 

  
10:00～12:00 

12:40～15:30 

葛城地区 

休日診療所 

大和高田市西町

1 番 45 号  

大和高田市保健

センター内 1 階 

0745 

(22)7003 

内科・小児科 

（要問合せ） 

  
8:30～11:30 

13:00～15:30 

17:30～20:30 

歯科 
  

8:30～11:30  

13:00～15:30 

御所市休日応急診療

所 
御所市 774 番地

の１ 

いきいきライフ

センター内 

0745 

(65)1416 

内科・小児科 

（要問合せ） 

  
9:30～11:30  

13:00～15:30 

五條市応急診療所 五條市野原西 5

丁目 2-59 

五條病院内 

0747 

(24)0099 

内科・小児科 

（小児科は要

問合せ） 

  9:45～14:30 

出典：奈良県医師会「令和 7 年度救急医療業務報告書 」（令和８年） 
 

表 5 休日夜間応急診療、各種健診・予防接種に協力する診療所及び学校医・嘱託医の状況  

(令和 8 年 9 月、（ ）は令和 5 年 9 月) 

医療圏 
関係 

地区医師会 

会員 

診療所数 

休日夜間

応急診療

協力診療

所数 

学校医・ 

嘱託医数 

（人） 

各検 (健) 

診協力診

療所数 

小児予防

接種協力

診療所数 

成人予防

接種協力

診療所数 

奈良 奈良市医師会 327 (322) 38 (51) 128 (134) 241 (223)  158 (157) 249 (264) 

東和 

天理地区医師

会 
33 (32) 18 (18) 26 (24) 23 (25) 19 (14) 29 (25) 

桜井地区医師

会 (桜井市) 
41 

(65) 

19 (24) 25 

(45) 

36 

(54) 

27 

(45) 

37 

(56) 
桜井地区医師

会 (磯城郡) 
22 15 (17) 22 10 9 14 

西和 

宇陀地区医師

会 
16 (16) - 15 (15) 14 (14) 14 (14) 15 (14) 

大和郡山市医

師会 
59 (51) 30 (23) 38 (38) 46 (39) 26 (24) 46 (40) 
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医療圏 
関係 

地区医師会 

会員 

診療所数 

休日夜間

応急診療

協力診療

所数 

学校医・ 

嘱託医数 

（人） 

各検 (健) 

診協力診

療所数 

小児予防

接種協力

診療所数 

成人予防

接種協力

診療所数 

生駒地区医師

会 (生駒市) 
68 (68) 19 (19) 36 (36) 50 (50) 30 (30) 49 (49) 

生駒地区医師

会 (生駒郡) 
35 (35) 16 (16) 30 (30) 25 (25) 18 (18) 29 (29) 

北葛城地区医

師会  

(王寺、上牧、

河合) 

45 (50) 20 (22) 24 (26) 27 (29) 16 (19) 30 (26) 

中和 

北葛城地区医

師会  

(香芝市、葛城

市、広陵町) 

84 (83) 41 (43) 49 (50) 53 (52) 43 (47) 65 (58) 

大和高田市医

師会 
38 (39) 18 (21) 31 (34) 25 (26) 16 (19) 35 (35) 

橿原地区医師

会 
111 (110) 61 (60) 49 (47) 69 (81) 65 (57) 87 (76) 

御所市医師会 19 (19) 16 (16) 15 (15) 18 (18) 18 (18) 18 (18) 

南和 
五條市医師会 20 (23) 4 (7) 15 (15) 17 (19) 13 (17) 18 (20) 

吉野郡医師会 23 (24) - 20 (20) 16 (-) 17 (-)- 19 (-) 

出典：各地区医師会調べ ※地区医師会で数字を把握できない場合は「-」 

 

４）介護認定審査会 

① 介護認定審査会の担い手確保の課題 
介護保険法に基づく要介護（要支援）認定は、介護サービスの必要度を客観的

かつ公平に判定するため、一次判定（コンピュータ判定）と、その結果を原案と
する介護認定審査会での二次判定の二段階で行われます。介護認定審査会は保険
者である市町村が設置し、保健、医療、福祉の学識経験者によって構成されてお
り、医療分野からは主に診療所の医師が多く参加しています。 
近年、要介護（要支援）認定者の増加に伴い (図 5、図 6)、審査件数の多さに

よる委員の負担感が増大しており(表 6)、担い手の確保が困難な地域が生じてい
ます。介護保険制度の安定的な運用を維持するためには、審査会委員の持続可能
な確保に取り組むことが求められています。  
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図 5 要支援・要介護認定者数 

出典：奈良県「令和 8 年度 高齢者福祉対策の概要 」（令和 8 年） 

 
 

図 6 年齢階級別にみた要支援・要介護認定者数（令和 7 年度） 

出典：奈良県「令和 8 年度 高齢者福祉対策の概要 」（令和 8 年） 
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表 6 二次医療圏別要介護認定申請件数 

医療圏 

令和 3 年度 令和 7 年度 

申請件数 

65 歳以上人口

10 万人当割合

(%) 

75 歳以上人口

10 万人当割合 

(%) 

申請件数 

65 歳以上人口

10 万人当割合 

(%) 

75 歳以上人口

10 万人当割合 

(%) 

奈良県 55,035 13.0 21.6  59,983 14.2  23.5  

奈良 15,244 13.4 21.9  17,942 15.7  25.8  

東和 8,597 13.4 22.6  9,709 15.1  25.5  

西和 13,098 12.0 19.4  13,642 12.5  20.2  

中和 14,341 13.1 21.9  14,936 13.6  22.8  

南和 3,755 14.8 25.6  3,754 14.8  25.6  

出典：奈良県「令和 8 年度 高齢者福祉対策の概要 」（令和 8 年） 

 

５）在宅医療 
  居宅等における医療について、奈良県全体の推移をみると、患者数及び訪問

診療算定件数は増加傾向にあります。今後も在宅医療を必要とする患者数の増加
が見込まれることから、拡大する在宅医療ニーズへの対応が求められています。 
令和 7 年度の奈良県における在宅療養支援病院数は 25 施設、在宅療養後方支

援病院数は 5 施設でした (表 7)。 
人口 10 万人当たりの在宅医療資源をみると、南和医療圏では在宅療養支援病

院、往診料算定医療機関、在宅患者訪問診療料算定医療機関及び在宅時医学総合
管理料算定医療機関が最も多く、人口当たりの在宅医療資源が比較的充実してい
ました（表 8）。  

表 7 奈良県の在宅療養支援病院数および在宅療養後方支援病院数 (令和 7 年度) 

医療圏 在宅療養支援病院 在宅療養後方支援病院 

奈良 

社会福祉法人恩賜財団済生会 

奈良病院 

社会医療法人平和会 吉田病院 

医療法人拓生会 奈良西部病院   

社会医療法人健生会おかたに病院   

医療法人宝山会 奈良小南病院   

医療法人応篤会 奈良東九条病院    

社会医療法人松本快生会 

西奈良中央病院 
  

一般財団法人沢井病院   
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医療圏 在宅療養支援病院 在宅療養後方支援病院 

医療法人仁誠会奈良セントラル病院   

東和 

医療法人健和会 奈良東病院 
社会福祉法人恩賜財団 済生会中和病

院 

医療法人拓誠会 辻村病院 社会医療法人高清会 高井病院 

公益財団法人天理よろづ相談所病院

白川分院 
  

宇陀市立病院   

西和 医療法人青心会郡山青藍病院 
地方独立行政法人奈良県立病院機構 

奈良県西和医療センター 

中和 

医療法人藤和会藤村病院 生駒市立病院 

医療法人果恵会恵王病院    

医療法人社団松下会 白庭病院   

医療法人友紘会奈良友紘会病院    

医療法人郁慈会 服部記念病院   

社会医療法人健生会 土庫病院   

医療法人社団憲仁会 中井記念病院   

南和 

南和広域医療企業団 

南奈良総合医療センター 
  

南和広域医療企業団吉野病院   

南和広域医療企業団五條病院   

厚生労働省「令和７年度外来機能報告の結果 」（令和 8 年）  

表 8 二次医療圏別人口 10 万人当たりの在宅医療を支える医療資源の状況 （令和 7 年

度） 

医療圏 
在宅療養支

援病院数 

在宅療養 

後方支援 

病院数 

在宅療養支

援診療所 

往診料 

(病院数) 

在宅患者訪

問診療料 

(病院数) 

在宅時医学

総合管理料 

(病院数) 

奈良県 2 0.4 15.9 3.1 2.9 1.3 

奈良 2.3 0.3 16.5 3.2 3.5 1.2 

東和 2.1 1.1 15.5 4.8 3.2 2.7 

西和 1.8 0.6 16.5 2.7 3.7 0.9 

中和 1.1 0 15.4 1.7 1.1 0.6 

南和 5.3 0 12.3 8.8 5.3 5.3 

 出典：厚生労働省「令和７年度外来機能報告の結果 」（令和 8 年） 
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（３）病院外来の状況について 

１）病院における外来診療の状況 
患者が医療機関を選択する際、各医療機関の外来機能や役割に関する情報が十

分に共有されていないことに加え、いわゆる大病院志向もみられることから、一
部の医療機関に外来患者が集中しています。その結果、患者の待ち時間の長期化
や勤務医の外来負担の増大などの課題が生じています。 
こうした状況を踏まえ、外来機能の明確化及び医療機関相互の連携を推進する

ため、令和４年度から外来機能報告制度が開始され、令和５年度からは紹介受診
重点医療機関制度が導入されました。 

 

２）外来機能報告及び紹介受診重点医療機関制度 
外来機能報告とは、病院及び有床診療所における外来機能の明確化と医療機関

相互の連携を推進するため、各医療機関が外来医療の実施状況を都道府県へ報告
する制度です。 
また、外来機能報告では、医療資源を重点的に活用する外来の実施状況につい

ても報告することとされています。具体的には、入院前後の外来、高額な医療機
器・設備を必要とする外来及び特定領域に特化した専門的な外来等が対象となり
ます（以下「紹介受診重点外来」という）。紹介受診重点医療機関とは、外来機能
報告の結果を踏まえ、地域の協議の場※48において、紹介受診重点外来を地域で基
幹的に担う医療機関として合意された医療機関をいいます。 
紹介受診重点医療機関の基準※49は、初診に占める紹介受診重点外来の割合が

40％以上、かつ、再診に占める紹介受診重点外来の割合が 25％以上とされていま
す。 

 

３）紹介受診重点医療機関の現状と課題 
令和 8 年 4 月時点において、紹介受診重点医療機関となっている医療機関は表

9 のとおりであり、その分布及び紹介受診重点外来の割合の状況は図 7 に示すと
おりです。図 7 は、各医療機関の初診に占める紹介受診重点外来の割合（横軸）
と再診に占める紹介受診重点外来の割合（縦軸）の関係を示したものであり、紹
介受診重点医療機関の国の基準である「初診 40％以上」及び「再診 25％以上」を
基準線として示しています。 
紹介受診重点医療機関として公表されている医療機関をみると、多くの医療機

関が初診基準値（40％）を超える領域（図の右側）に位置しており、紹介患者に
対する重点的な外来機能を担っていることがうかがえます。 

 

※48 本県においては地域医療構想調整会議を活用しています。 

※49 基準を満たさない場合でも、紹介受診重点医療機関となる意向を有する場合、紹介率 50%以上かつ逆紹介率 40%

以上を参考の水準として、協議の場にて協議を行い、当該医療機関の意向と協議の場の結論が一致した場合は紹介受診

重点医療機関となることがあります。逆に、基準を満たす場合でも、紹介受診重点医療機関とならない意向であり、協

議の場の結論と当該意向が一致する場合は紹介受診重点医療機関とならない場合があります。 
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今後は、地域の医療提供体制や患者の受療動向を踏まえながら、外来機能の明
確化及び医療機関相互の紹介・逆紹介の推進を図るとともに、構想区域及び二次
医療圏ごとのバランスにも配慮した体制整備を進める必要があります。  

表 9   紹介受診重点医療機関（令和 8 年 4 月時点） 

医療圏 
紹介受診重点

医療機関数 
医療機関名 

奈良県 12  

奈良 5 

医療法人新生会 総合病院高の原中央病院 

市立奈良病院 

社会医療法人松本快生会 西奈良中央病院 

地方独立行政法人奈良県立病院機構 奈良県総合医療

センター 

独立行政法人国立病院機構奈良医療センター 

東和 3 

社会福祉法人恩賜財団済生会 中和病院 

公益財団法人天理よろづ相談所病院 

社会医療法人高清会 高井病院 

西和 2 

近畿大学奈良病院 

地方独立行政法人奈良県立病院機構 奈良県西和医療

センター 

中和 1 奈良県立医科大学附属病院 

南和 1 南和広域医療企業団南奈良総合医療センター 
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図 7  外来機能報告対象機関における初診・再診に占める紹介受診重点外来割合（令和７

年） 

 
出典：厚生労働省「令和７年度外来機能報告の結果 」（令和 8 年） 

 

４）かかりつけ医機能について 
令和 5 年の医療法改正により、かかりつけ医機能報告制度が創設されました。

本制度は、医療機関が自らの有する「かかりつけ医機能（継続的な診療や健康相
談、専門医療機関・介護サービスとの連携等）」を都道府県に報告・公表すること
で、県民による適切な医療機関の選択を支援するとともに、地域におけるかかり
つけ医機能の確保・強化を図るものです。 
本県では、令和 7 年度に実施された、医療機関からのかかりつけ医機能報告に

基づき、令和 8 年度に「外来医療に関する協議の場」を設置・開催し、地域にお
けるかかりつけ医機能の充足状況の把握や、必要な医療機能の確保に向けた具体
策の検討を開始します。 

 

２．取り組むべき施策 

（１）診療所の偏在是正のための取組について 

１）偏在是正に資するデータ・情報の検討・提供 
診療所や医療機器の所在地を可視化したものや、地域ごとの需給や患者の流出

入状況分析データ等、診療所の偏在是正や需給のミスマッチ解消につながる情報
の検討を行います。さらに、協議の場でのデータの提示、県ホームページでの情
報提供等を行います。 

 

（２）診療所医師が担うべき役割の確保 
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１）期待される役割の明確化 
地域の診療所医師に期待される役割として、これまでに引き続き①休日・夜間

における初期救急医療の提供、②学校医や産業医・施設嘱託医への就任、③各種
検（健）診および予防接種の実施、④介護認定審査会への参画、⑤在宅医療の提
供を位置付けます。なお、これらの役割については、必要に応じて外来医療に関
する協議の場等で検討・見直しを行います。  

 

２）新規開業者への協力依頼および啓発 
地域で必要な役割を担う医師を確保するため、新規開設届出時において上記「期

待される役割」についての周知・協力依頼を行うとともに、既存の開業者に対し
ても周知・啓発を行います。  

 

（３）病院における外来受診の円滑化 

１）病院外来の機能分化・連携の促進 
今後も地域医療構想調整会議等において、外来機能報告に基づく「紹介受診重

点外来」の実施状況を共有し、紹介受診重点医療機関の公表・指定に向けた検討・
協議を継続します。   

 

２）適切な受信方法に関する県民への周知・啓発 
紹介受診重点医療機関の役割や趣旨について県民への周知を行うとともに、病

院外来の適切な受診方法に関する啓発を推進します。また、県民が自らに適した
医療機関を選択できるよう、「医療情報ネット（ナビイ）」に加え、医療機関に関
する情報発信の充実に取り組みます。 

 

（４）かかりつけ医機能報告制度について 
かかりつけ医機能報告制度により収集したデータを活用し、かかりつけ医機能

の見える化や医療機関間の連携強化を推進することで、高齢化の進展や医療・介
護ニーズの増加に対応した地域の外来医療提供体制の充実を図ります。また、奈
良県では、地域課題や医療・介護資源の状況を関係者間で共有するとともに、地
域に必要なかかりつけ医機能の確保・強化に向けた方策を検討するため、関係機
関及び関係団体による協議の場を令和 8 年度から設置し、協議内容の充実を段階
的に図ります。 

 

３．評価目標 
計画の進捗状況を評価するため、引き続き以下の目標を設定します。 

  


